
大企業の内部留保金と派遣労働者の推移
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OKIｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀの職場を明るくする会

職場新聞「オアシス」はOKIセミコンと関連企業の職場新聞です。東京のオアシスとして世界に誇る高尾山が身近にあることから命名しました。

０９年
職場の闘い

全
国
各
地
で
正
規
社
員
化
や
直
接
雇
用

派
遣
法
抜
本
改
正
へ
大
き
な
う
ね
り

労
組
に
入
っ
た

約
４
千
人

非
正
規
労
働
者
が
労
働
組
合

に
加
入
し
て
「
非
正
規
切
り
」

な
ど
の
大
企
業
の
無
法
に
対
し

解
雇
撤
回
な
ど
の
闘
い
を
０
９

年
は
前
進
さ
せ
ま
し
た
。

労
働
局
申
告

７
６
件
２
６
３
人

偽
装
請
負
な
ど
違
法
に
働
か

さ
れ
た
労
働
者
が
直
接
雇
用
の

指
導
を
求
め
て
労
働
局
（
厚
生

労
働
省
が
各
地
に
設
け
て
労
働

行
政
を
推
進
す
る
所
）
へ
申
告

し
た
件
数
は
３
０
都
道
府
県
７

６
件
２
６
３
人
に
達
し
ま
し
た
。

例
え
ば
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
マ

ツ
ダ
の
広
島
・
山
口
で
は
労
働

局
が
是
正
指
導
を
出
し
、
約
１

０
０
人
が
直
接
雇
用
に
な
り
ま

し
た
。

裁
判
・
労
働
審
判

１
４
３
人

解
雇
や
雇
い
止
め
な
ど

の
撤
回
を
求
め
る
裁
判
・

労
働
審
判
は
１
５
都
道
府

県
１
４
３
人
に
の
ぼ
っ
て

い
ま
す
。
例
え
ば
。
い
す
ゞ

自
動
車
で
の
中
途
解
雇
は

横
浜
、
栃
木
地
裁
で
違
法

と
断
罪
さ
れ
ま
し
た
。
資

生
堂
鎌
倉
工
場
の
女
性
の

中
途
解
雇
で
も
東
京
高
裁

が
違
法
と
認
め
ま
し
た
。

労
働
組
合
を
つ
く
り
、

偽
装
請
負
を
告
発
し
、
た

た
か
っ
て
き
た
徳
島
・
光

洋
シ
ー
リ
ン
グ
テ
ク
ノ
で

は
組
合
員
４
４
人
全
員
が

直
接
雇
用
を
勝
ち
取
り
ま

し
た
。

マ
ス
コ
ミ
で
、
何
度
も

取
り
上
げ
ら
れ
た
広
島
・

広
島
電
鉄
で
は
正
規
社

員
の
組
合
が
取
り
組
ん
で

非
正
規
社
員
３
０
０
人

を
正
社
員
化
し
ま
し
た
。

大
企
業
ひ
し
め
く
愛
知
・

名
古
屋
で
は
、
三
菱
電
機

（
写
真
）
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ

ク
、
東
芝
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
名
古

屋
、
三
菱
重
工
な
ど
多
く

の
企
業
で
「
派
遣
・
期
間

工
切
り
」
の
闘
い
に
立
ち

上
が
っ
て
い
ま
す
。

膨
ら
ん
だ
内
部
留
保
で
雇
用
を

派
遣
最
大
の
３
９
９
万
人

資
本
金
１
０
億
円
以
上
、
剰
余
金

や
引
当
金
な
ど
の
溜
め
込
み
利
益
。

２０１０年
２月１７号



０８年・非正規雇用者の平均月収　（万円）
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労働者派遣に関する規制の変遷
１９８５年 労働者派遣法成立（１９８６年施行）

適用対象業種１３業種
１９８６年 適用対象業者１６業種に拡大
１９９６年 適用対象業種２６業種に拡大
１９９９年 派遣対象業種を原則自由化

（港湾運送、建設、警備、医療、
　　　　　　　モノの製造のみ禁止）

２０００年 紹介予定派遣が解禁
２００４年 派遣可能期間の上限に関する規制の緩和

　９９年以前に解禁された２６業種は規制撤廃

　それ以前の業務は派遣可能期間を１年から

　最大３年に延長

　モノの製造業務も派遣対象業務となる

２００７年 製造業務の派遣可能期間が３年に延長

２０１０年 規制緩和から労働者保護へ　改正論議

労使は派遣など非正規を含む従業員の雇用・生活・健康を守るのが社会的責任です。

一歩前進 「登録・製造派遣」原則禁止へ０
８
年
の
民
間
給
与
所
得
者
数

４
５
８
７
万
３
千
人

厚
労
省
調
査
。
０
６
年
一
人
当
た

り
派
遣
料
金
２
千
５
百
円
／
時
間

経
済
省
所
管
法
人
調
査
。
非
正
規
は
全

労
働
者
の
３
４
％
、
１
７
６
０
万
人

派遣労働者数 ０６年 ３２１万人

０８年 ３９９万人

１０年度 国会審議へ

規
制
緩
和
で
吹
き
荒
れ
る

「
非
正
規
切
り
」
か
ら

労
働
者
保
護
の
派
遣
法
を

労
働
政
策
審
議

会
労
働
力
需
給
制

度
部
会
が
ま
と
め

た

報
告
案
の

主
な
内
容
は

■

登
録
型
派
遣

（
仕
事
が
あ
る
時

だ
け
労
働
契
約
を

結
ぶ
）
原
則
禁
止
。

専
門
２
６
業
務
、

産
前
産
後
の
代
替

要
員
は
除
く
。

■
製
造
業
派
遣

原
則
禁
止
。
派
遣

会
社
の
「
常
用
雇

用
」
は
除
く
。

■
日
雇
い
派
遣

２
ヶ
月
以
下
の
派

遣
禁
止
。
法
令
で

例
外
を
規
定
。

■
均
等
待
遇

待
遇
は
正
社
員
と

均
等
を
考
慮
す
る
。

■
み
な
し
規
定

違
法
派
遣
の
場
合

は
派
遣
先
が
労
働

契
約
を
申
し
込
ん

だ
も
の
と
み
な
す
。

■
マ
ー
ジ
ン

（
派
遣
元
の
取
り

分
）
全
体
の
平
均

率
と
一
人
当
た
り

の
派
遣
料
金
を
明

示
。

■
施
行
期
間

登
録
・
製
造
派
遣

は
３
年
後
。
登
録

型
一
部
は
５
年
後
。

低
賃
金
の
う
え
、
い
つ
解
雇
さ
れ
る
か

不
安
定
な
働
き
方
の
転
換
の
た
め
に

０
８
年
度
に
は
約
３
９
９
万
人
が
「
派
遣
」

で
働
い
て
い
ま
す
。
そ
の
う
ち
約
２
８
１
万
人
は

登
録
型
で
す
。
年
収
は
３
０
０
万
円
以
下
、
不
安

定
雇
用
の
う
え
、
働
い
て
も
生
活
で
き
な
い
よ
う

な
社
会
は
健
全
で
は
な
く
、
だ
れ
も
望
ん
で
な
い
。

派
遣
法
の
抜
本
改
正
を
待
つ
ば
か
り
で
は
な
く
、

非
人
間
的
は
「
使
い
捨
て
労
働
」
を
な
く
す
た
め
、

労
使
が
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
急
務
で
す
。

*

労
使
＝
労
働
組
合
と
使
用
者
側

労
働
者
派
遣
法
の

改
正
が
国
会
で
審
議

さ
れ
る
よ
う
に
な
り

ま
し
た
。
改
正
案
を

紹
介
し
ま
す
。


